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はじめに

　自治体の財政担当に異動が決まると、多くの人が不安に苛まれます。
扱うお金の額も責任も大きいため、「失敗やミスをしたらどうしよう」
と思ってしまう気持ちはよくわかります。財政課を預かる管理職であれ
ば、そのプレッシャーはなおのこと大きいでしょう。
　そこで本書は、自治体財政にまつわる失敗事例をもとに、実務のポイ
ントを解説しています。少しでも皆さんの仕事のお役に立てればと思い
ます。

　「失敗」
　この言葉が好きだという人はほとんどいないでしょう。なにしろ、「失っ
て敗れる」のですから。特に間違いが許されない公務員にとって、「失敗」
や「ミス」はタブーです。ましてや、財政担当がそれを犯したら、自治
体財政に大きな穴を開けてしまうこともあり得ます。
　近年では、内部統制の観点から、事務処理ミスや不祥事等を公表する
自治体が増えていますが、財政に関するものも少なくありません。公表
は、透明性の確保とともに再発防止がそのねらいですが、失敗を防ぐ・
減らす・なくすことが求められているとも言えます。

　その一方で、「失敗を恐れすぎてはいけない」とか「失敗してナンボ」
という考え方もあります。なかでも、成功した起業家や新しい世界を切
り拓こうとしている研究者などは、失敗を恐れていては何もできないと
考えているのではないでしょうか。経営者の中にも、「失敗しない人間
は評価しない」と言う人もいますし、最終的にうまくいきさえすれば途
中のつまずきは勲章のようなものと捉える人もいるでしょう。

　おそらく、失敗にはいろいろなタイプがあるのだと思います。例えば
こんな具合です。
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　「避けられる失敗」と「避けられない失敗」
　「してはいけない失敗」と「むしろ称えるべき失敗」
　「起きるべくして起きた失敗」と「防ぎようがなかった失敗」
　「先につながらない失敗」と「果敢に挑んだ結果の失敗」
などなど。

　前者に区分されるような失敗はできれば起こしたくないものですが、
後者の失敗は恥じるものではなく、むしろ胸を張れるものも含まれてい
ることでしょう。

　この本では、実際に地方自治体で起きた「失敗」を取り上げています。
もちろん、失敗をあげつらう意図はなく、貴重な教訓として参考にした
いとの思いです。当たり前ですが、そのどれもが、失敗しようとして失
敗したのではなく、ちょっとした食い違いや気のゆるみが思わぬ事態を
招いてしまっています。
　なかには、「まさか」と言いたくなるような事例もありますが、「こん
なことはうちの自治体では起きるはずがない」と決めつけるのではなく、
自分事として捉えていただければと思います。失敗例は、ありがたい「教
訓」とも言えるのですから。それに、失敗から学べば、その失敗は無駄
にならなかったとも考えられます。
　失敗を恐れすぎる行政はつまらないですが、失敗を繰り返して信頼を
失う行政も困りものです。
　避けられる失敗、悔いばかりが残る失敗を防ぐために、本書を活用し
ていただけたら幸いです。
　なお、本書で取り上げた失敗のうち、大きく報道されたものや広く知
られているものについては自治体名を実名で表記させていただきました。
あまり知られていないものやあちこちで起きているものについては仮名
で書いています。教訓とさせていただきたいという趣旨ですので、ご理
解いただければと思います。

林 誠
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これで失敗しない！　自治体財政担当の実務
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いつまでもあると思うな
その補助金 
―国・県の補助打ち切り

失敗事例 .................話が違う!?　補助制度が突然の終了
Ｆ市では、県の補助金に上乗せする形で、自治会集会所に太

陽光発電パネルを設置する際に事業費を支援する制度を開始し
ました。これは、事業費のうち、市が３分の１を補助すること
を条件に県も同額を補助するというもので、自治会の負担は総
額の３分の１で済むことになります。
同事業の開始に当たり、財政課は、「県の補助制度がいつま

で続くのか」「もし県の補助制度が廃止になった場合はどうす
るのか」などを所管課に確認しました。
所管課が県に聞いたところ、「本事業は環境先進県を目指す

知事の肝入りの事業であり、終了は予定されていない」とのこ
とでした。また、県の補助制度が終了した場合、所管課が自治
会に対して市の単独補助は行わない旨を説明するとのことで、
財政課は、そういうことならと予算を付けました。
数年後、知事の交代に伴って、県の補助制度は終了となりま

した。市も予定どおり終了するつもりでしたが、予算枠の関係
で先送りにされていた自治会から「話が違う」との不満が噴出。
市はやむを得ず、単独事業として２分の１を補助する形で継続
することとしました。
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国や県の補助金は、突然終了となることがあります。「一定の成果が
上がった」もしくは「成果が上がる見込みがない」といった理由で廃止
となるのでしょう。共同補助をしていた市町村については、「やめたけれ
ばやめればいいし、やりたければ単独でどうぞ」ということでしょうか。
しかし、住民と直に接している自治体としては、国や県の補助がなく
なったからという理由で簡単にやめるわけにはいきません。かくして、
不本意ながら単独事業として継続される事業となるケースがあります。

解 説

◎「はしごを外される」
あてにしていた国や県の補助金が突然終了してしまうことを「はしご

を外される」と表現することがあります。「この事業は、国の後ろ盾が
ありますから、進めていただいて大丈夫ですよ」と、はしごに乗ったよ
うな感覚で余裕を持って説明していたら、いきなりそれを取り上げられ
てしまった感じでしょうか。
残念ながら、こうしたことはそれほど珍しいことではありません。や

める予定はないとされていた補助金があっさり終了することもあるため、
市町村側も慎重になっていることと思います。特に、財政部門は頻繁に
こんな事例に出くわしている感覚があるので、国や県からの補助金を当
てにした事業を始める際には、くどいくらいに念を押していることでしょ
う。「市としてやるべき事業なのか」「本当に、突然補助が打ち切られた
りすることはないのか」「もし県からの補助金が打ち切られたら、市の
単独事業としては継続しないということでいいか」といった具合です。
それでも、思いがけない補助金の終了は起こりますし、国・県の補助

の終了のタイミングに合わせて終了するはずだった市の補助が継続にな
るということもあり得ます。補助に乗ってしまった以上、ある程度やむ
を得ないことと受け入れるしかないのかもしれません。
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「屋台骨」の 
自覚を持って 
―財政調整基金の積立て漏れ

失敗事例 .................損失はなくても信頼を損ねる
2021年11月、三重県は2020年度決算において、約41億5,000

万円を財政調整基金に積み立てる手続きを失念するミスがあっ
たことを明らかにしました。
県によると、財政課は県税収入の動向を見極めた上で財政調

整基金に積み立てる予定でしたが、出納整理期間の５月末まで
に積み立ての事務処理をしていなかったのだそうです。この約
41億5,000万円については「決算剰余金ととして財政運営に活
用されるため、損失はなかった」とのことです。
本件については議会において、「県税収入の見込みが立つの

が難しかったというよりは、単なる事務的な遅延だったという
ことか」との確認があり、県側は積立て忘れであった旨を説明
しました。議会は、「財政を預かっている財政課がこれでは
ちょっと心配になる」として、適正な事務処理を求めました。
実質的な損害はなかったものの、財政への信頼を損ねる結果

となってしまいました。
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財政課は、事業を実施する課ではなく、スタッフ部門として事業の執
行を補佐する役割を持ちます。そのため、その活動が直接的に市民生活
に影響することはあまりありません。
しかし、役所の財政全般をつかさどっているため、ミスがあった場合、

その影響が広範囲に及び、最悪の場合、行政活動自体に支障をきたすこ
とになる恐れがあります。複数の目で確認することを怠らず、基本を守
り、慎重かつ丁寧に進めていく必要があります。

解 説

◎財政課の扱うお金
財政課は、直接大きな事業を実施することはないはずです。そのため、

事業費という形ではほとんど予算を持っていないのではないかと思いま
す。他所属の手前、消耗品費なども最小限に抑えられていることでしょ
うから、財政課を運営するための予算はごく小規模であるはずです。し
かし、予算の調整に関する仕事を受け持っていますので、事業を行う費
用ではなく、所属自治体そのものを機能させるため、伝票上、非常に大
きな額を動かすことがあります。
例えば、普通交付税については、県レベルとなると数千億円といった

単位になろうかと思います。各種譲与税についてもかなりの額です。消
費税率が引き上げられたことに伴って、地方に交付される地方消費税交
付金も、非常に大きな額になっています。
繰越金についても100億円を超える数字になってきます。100億、1,000

億となると、大きすぎて現実感を失ってしまうような金額と言えるでしょう。
地方債についても同様です。歳入としての地方債は、事業費の一定割

合となりますので、大規模事業においては起債額も大きくなります。臨
時財政対策債も都市部においては、非常に大きな金額が示されることが
あります。桁間違いでもしたら大変なことになります。
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先が見えない制度の 
先を読む 
―地方交付税の見込み違い

失敗事例 .................上にもハズレ、下にもハズレ
Ｋ市は、令和○年度第４回定例会において、地方交付税の減
額補正を行いました。20億円を見込んでいたところ国から示
された額は15億円であったため、提示された額に合わせたも
のです。
議会では、「なぜ、５億円もの見込み違いが発生したのか」「当
初予算編成の際、無理な数字を計上したのではないか」といっ
た質問が出ました。財政課としては、例年どおりのやり方で積
算したのですが、結果的にかなりの食い違いが生じてしまい、
対応に追われる結果となりました。翌年度の予算編成では、前
年度の反省を踏まえ、地方交付税についてはより保守的な計上
をしました。すると今度は、前年度とは逆に見込んだ額を10
億近く上回る金額が提示されました。
去年とは反対に増額補正を行ったところ、議会からは、「去
年は減額、今年は増額と、２年続けて交付税の見込みが外れた
原因は何か」「予算編成時、危機感を煽るため、わざと少なめ
の額を計上したのではないか」との質問がありました。２年連
続で大きく予測が外れたため、交付税の積算に関しては信頼を
失ってしまった格好です。

79

こ こ が ポ イント

 

第
2

章 

「
見
落
と
し
・
確
認
不
足
」を
め
ぐ
る
失
敗

現在、95％以上の自治体が普通交付税を受けているいわゆる交付団
体であるため、交付税額をいくらと見込むかは、予算編成上非常に重要
なポイントであり、財政課の腕の見せどころの一つです。
過大に見込んでしまって交付額がそこまでいかないと、財政運営に大

きな支障をきたしてしまうため、通常は堅めに見積もります。しかし、
あまりにも堅く行きすぎて交付税額が大幅に予算額を上回ってしまうと、
それはそれで問題です。
交付税の見積りは、財政課泣かせと言えそうです。

解 説

◎改めて地方交付税とは
地方交付税は、地方の固有財源であるとされています。その目的は、

地方団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住んでいても一定の行
政サービスを提供できるよう財源を保証することです。
普通交付税は、「基準財政需要額 － 基準財政収入額」の式で計算す

ることとされており、需要額は人口・世帯数や面積、道路延長などの客
観的な数値で算定されます。収入額は、実際に入ってくる額の見込みか
ら算定します。
こうした前提からは、交付税の額がブレることはあまりないように感

じられます。今年の交付税額がわかっているわけですから、そこから計
算すれば、次年度の額も算定できそうに見えます。
しかし、実際にはなかなかそうはいきません。交付税額は個々の自治

体の財政不足額の積み重ねというわけではなく、交付総額を決めてしまっ
てからそれを分配する形をとります。その結果、それぞれの財政状況と
交付額がちぐはぐになることがあり得るのです。
一般に、交付税を受けるようになると「交付団体に転落」といった表

現をされることがあります。しかし財政課とすると、それまでもらえな
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信頼しても鵜呑みには
するな 
―補正予算の見通し間違い

失敗事例 .................こっちは足りず、あっちは余り
３月議会に提出予定の補正予算の市長査定の場で、副市長が
渋い顔をしています。補正要求が出ている二つの課の内容が対
照的であり、かつ好ましいものではなかったからです。
「つまり、Ａ課は９月で増額補正したけど、さらに足らなくなっ
て増額の要求が出てて、Ｂ課は９月で増額したのに、逆に余っ
ちゃって減額の要求が出てるってことなの？　何それ。財政課
はどういうチェックしてたの。議会でどう説明するつもり？」
そう言われると、財政課には返す言葉がありません。個々に
見るとやむを得ない事情はあったものの、補正後の推移を見誤っ
たのは確かですし、チェックが甘かったと言われればそのとお
りだったからです。
補正での増額が複数回にわたったり、増額補正したものの多
額の執行残が生じたりというケースは起こり得ることだと思い
ます。しかし、本当にやむを得ない場合はともかく、単に読み
が甘かったり、積算が正確性を欠いたりしている場合もありま
す。予算に責任を持たなければならない財政課には、その積算
が本当に合理的なものなのかどうか、しっかり確認することが
求められます。

101

こ こ が ポ イント

 

第
3

章 

「
油
断
・
過
信
」を
め
ぐ
る
失
敗

事業の内容を最も知っているのは、担当している所管課です。ですか
ら、その意見を最大限尊重するのが基本です。しかし、鵜呑みにしてし
まうと思わぬ落とし穴がある場合があります。所管課は事業を円滑に運
営することに気持ちが集中するあまり、予算についての見立てがやや甘
い傾向があることも理解しておきましょう。
財政課としては、所管課を疑うのではなく、「一緒にチェックする」

という気持ちで細部を詰めていきましょう。事業の責任は所管課が負い
ますが、予算の責任は財政課が負うことになるのですから。

解 説

◎見通しに違いが生じる典型的なパターン
予算とは、その名前のとおり、将来に要するであろうお金を、予め算

定するものです。できるかぎり客観的な根拠を持って算定しますが、未
来のことなので完全に読み切ることは不可能です。ときには、思わぬ大
きなズレが生じてしまうこともあります。
例えば、何らかの奨励補助金を新設したとします。奨励補助金とは、

「〇〇を購入すればその費用の２分の１を補助する」「××の行動をすれ
ばかかった経費の３分の１を補助する」というタイプのものです。所管
課は、補助金制度の創設によって、年間どのくらいの活用が見込まれ、
自治体の支出はいくらくらいになるかを見込んで予算を要求します。
単独事業としての新たな奨励補助金の立上げは、予算においても一つ

の目玉事業として注目されます。それだけにうまく運用していきたいと
ころですが、新規ゆえにどんな反応になるのか読みにくい面があります。
年間100件くらいの利用を見込んで予算を取ったのに、実際には10件程
度しか引き合いがなかったり、逆に１年間分として取った枠が３か月程
度で埋まってしまったりといったことが起こり得ます。
未来のことを読み切るのは難しく、こうした誤差が生じてしまうのは


